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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第98期

第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結累計期間

第98期

会計期間
自 平成25年４月１日

至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日

至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 （百万円） 111,853 123,925 241,811

経常利益 （百万円） 5,050 6,148 13,191

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,251 4,212 7,740

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 8,830 3,311 17,752

純資産額 （百万円） 93,460 101,655 99,690

総資産額 （百万円） 219,805 239,259 249,531

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 29.39 38.05 69.96

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － 34.60 66.67

自己資本比率 （％） 41.5 41.3 38.8

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 4,087 △2,462 20,447

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △1,573 △407 △7,372

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 3,544 △1,574 1,045

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高

（百万円） 42,359 46,699 51,852
 

　

回次
第98期

第２四半期
連結会計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日

至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日

至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 20.74 27.95
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第98期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更はあ

りません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動または前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）　業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界の経済は、中国をはじめとする新興国の多くで景気減速感が見られると

ともに、欧州経済も足踏み状態が続いています。一方、米国経済は緩やかな成長を維持し、わが国の経済は、消費

税増税に伴う影響も一部にあるものの、企業の投資マインドは底堅さを維持しています。

当業界におきましては、国内外でeコマース関連需要が伸びるとともに、わが国では人手不足による自動化志向

などで、新たな設備に対する需要が生まれつつあります。

このような環境のもと、当社グループの受注は、一般製造業や流通業向けシステムが全体を牽引しました。なか

でも、平成25年10月にグループ入りした米国WYNRIGHT CORPORATION（以下、ウィンライト社）が約99億円寄与する

とともに、自動車工場向けシステムも、デトロイトスリー向けの大型案件を受注するなど、北米が力強い動きを維

持しています。アジアは景気減速の影響を受け第１四半期は出遅れたものの、第２四半期はeコマース向け、半導

体・液晶工場向けが好調でした。売上面では、ウィンライト社（約116億円）をはじめ北米が伸びたことが貢献し

ました。

この結果、受注高は1,460億５百万円（前年同期比12.8％増）、売上高は1,239億25百万円（同10.8％増）となり

ました。

利益につきましては、ダイフク単体の第２四半期連結会計期間の業績が予想以上に推移したこと、コンテックの

好調な販売、自動車・半導体・液晶工場向けシステム関連の海外子会社の業績が寄与しました。この結果、営業利

益は56億40百万円（同22.8％増）、経常利益は61億48百万円（同21.7％増）を計上しました。また、資産の売却に

よる特別利益もあり、四半期純利益は42億12百万円（同29.5％増）となりました。

なお、当社は主な経営目標を2017年３月期の売上高2,800億円、営業利益率を７％とする４ヵ年中期経営計画

「Value Innovation 2017」（平成26年３月期～平成29年３月期）を進めています。その施策の一つとして、積極

的なＭ＆Ａによる新規事業・新市場の開拓を掲げています。平成26年10月30日には、ニュージーランドのBCS

GROUP LIMITED（以下、BCS社）の株主との間で株式の80％を取得する売買契約を締結しました。BCS社の平成26年

６月期の売上高は約123億円、従業員は約400名で、オセアニア・東南アジアを中心に多くの空港手荷物搬送システ

ムを納入しています。欧米中心にＭ＆Ａを進めてきた当社グループとは、地域・顧客基盤・製品のいずれの面でも

シナジー効果が期待できます。またBCS社は、宅配便の配送センター向けシステムも手がけており、今後さらなる

成長が期待できるeコマース分野でも共同でビジネス拡大を図ってまいります。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。受注・売上は外部顧客への受注高・売上高、セグメント利益は

四半期純利益を記載しております。セグメントに関する詳細は、後記（セグメント情報等）をご覧ください。
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①株式会社ダイフク

《受注》

主力の一般製造業や流通業向けシステムでは、流通、医薬品卸、食品各業界向けなどの大型案件が堅調に推移

するとともに、海外向けeコマース大型案件も寄与しました。

半導体・液晶工場向けシステムでは、米国の半導体工場向け、中国の液晶工場向けが堅調に推移しました。

自動車生産ライン向けシステムは、ロシア・ブラジルなどの新興国向け、国内のサービスや小規模改造案件な

どが堅調に推移しました。

《売上》

一般製造業や流通業向けシステムは、食品業界や医薬品卸向けが堅調に推移するとともに、ネット通販やスー

パー向けの大型システムが寄与しました。

半導体・液晶工場向けシステムでは、米国・韓国の半導体工場向け、中国の液晶工場向けが増加しました。

自動車生産ライン向けシステムは、国内や新興国向けを中心に推移しました。

洗車機は、消費税増税前の駆け込み需要の反動が一服し、サービスステーション向け販売台数が伸びました。

福祉車両搭載のリヤリフトは、高齢化社会を背景に、堅調さを維持しています。

《利益》

特に第２四半期連結会計期間における半導体工場向けシステムの売上増加、生産面での原価改善、販売管理費

の見直しなどが奏功しました。

以上の結果、受注高は609億32百万円（前年同期比2.8％増）、売上高は522億17百万円（同1.8％減）、セグメ

ント利益は24億３百万円（同1.2％増）となりました。

 

②コンテックグループ

日本市場におきましては、景気指標の一つである機械受注が堅調に推移するなど企業の設備投資需要が高まっ

ていることから、産業用コンピュータ製品や計測制御製品の販売が増加いたしました。また、米国市場におきま

しては、医療機器業界の需要が堅調であったため組込用コンピュータの売上が好調に推移いたしました。利益面

では売上増に伴う改善とともに、資産の売却による特別利益も寄与しました。

この結果、受注高は78億65百万円（前年同期比6.6％増）、売上高は71億38百万円（同16.7％増）、セグメン

ト利益は５億55百万円（同880.7％増）となりました。

 

③DAIFUKU WEBB HOLDING COMPANY（DWHC）グループ

一般製造業や流通業向けシステムは、傘下のJERVIS B. WEBB COMPANY（以下、ウェブ社）が食品業界向け大型

案件を受注したほか、ウィンライト社を加えて、受注・売上ともに大きく伸びました。

半導体メーカー向けシステムは、窒素パージストッカーなどの売上が好調でした。

自動車生産ライン向けシステムの受注・売上は、北米自動車業界の活発な設備投資を受け、デトロイトスリー

向け大型案件を受注するなど、新規案件・サービスともに好調に推移しました。ウェブ社のダイフクアメリカへ

の統合が進み、技術面やプロジェクト管理面においてシナジー効果を発揮しつつあります。

空港手荷物搬送システムは受注が伸び悩みましたが、足元では回復傾向にあります。

利益面では、自動車生産ライン向けシステムなどが寄与しました。

この結果、受注高は419億14百万円（前年同期比71.0％増）、売上高は388億12百万円（同74.1％増）、セグメ

ント利益は６億47百万円（同24.7％増）となりました。

 

④その他

「その他」は、当社グループを構成する連結子会社52社のうち、上記①～③以外の国内外の子会社です。主な

ものとしては、国内では、洗車機やボウリング関連製品の販売等を行う株式会社ダイフクプラスモアなどがあり

ます。

主要な海外現地法人には、大福（中国）有限公司、台灣大福高科技設備股分有限公司、DAIFUKU KOREA CO.,

LTD.、CLEAN FACTOMATION, INC.（韓国）、DAIFUKU (THAILAND) LTD.などがあり、主にマテリアルハンドリング

システム・機器の製造・販売等を行っています。各社とも、グローバルな最適地生産・調達体制の一翼を担い、

国外への輸出も増やしています。
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中国では液晶パネル工場向けの受注が活発なほか、外資系自動車会社の大型パーツセンター、医薬品や医薬品

卸、日系・外資系自動車工場向けなどを中心に推移しました。

台湾は、国内需要は力強さに欠けるものの、大型プロジェクトが続く中国液晶工場向け生産の一翼を担うこと

などで、収益性を改善させました。

韓国では、半導体メーカー向けシステムの受注が堅調に推移する一方、自動車工場向けシステムにおいてはロ

シア案件などを受注しました。

タイ、インドネシア、マレーシアでは景況感が好転せず、受注は伸び悩んでいますが、ＡＳＥＡＮの将来性に

鑑み、現地体制を強化し、集積が進んだ自動車工場の改造、食品や飲料の低温物流などの需要を取り込んでいき

ます。

欧州やアフリカ・中東地域では、空港手荷物搬送システムを担う子会社のマネジメントを強化、アジアにも目

を向けた受注活動を展開しています。

この結果、受注高は352億93百万円(前年同期比7.7％減）、売上高は271億57百万円（同6.8％減）、セグメン

ト利益は15億79百万円（同0.5％増）となりました。

 

（２）　財政状態の分析

①資産の部について

当第２四半期連結会計期間末における総資産は2,392億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ102億71百万

円減少いたしました。これは受取手形・完成工事未収入金等が86億45百万円回収されたことが主な要因でありま

す。

②負債の部について

当第２四半期連結会計期間末における負債は1,376億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ122億36百万円

減少いたしました。これは支払手形・工事未払金等が70億38百万円減少したことが主な要因であります。

③純資産の部について

当第２四半期連結会計期間末における純資産は1,016億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億64百万

円増加いたしました。これは利益剰余金が27億95百万円増加したものの、保有する有価証券や為替の変動等によ

るその他の包括利益累計額合計が10億34百万円減少したことが主な要因であります。

 

（３）　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前年同期に比べ43億39百万円増加し、466億99

百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と増減要因は以下のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ65億49百万円減少し、24億62百万円の支出超過となりま

した。これは、売上債権の減少額が74億93百万円あったものの、たな卸資産の増加額が61億21百万円、仕入債務

の減少額が51億58百万円あったことが主な要因であります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ11億65百万円増加し、４億７百万円の支出超過となりま

した。これは、固定資産の取得による支出が13億87百万円あったものの、投資有価証券の売却などによるその他

の収入が６億79百万円あったことが主な要因であります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ51億19百万円減少し、15億74百万円の支出超過となりま

した。これは、配当金の支払額が14億43百万円あったことが主な要因であります。
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（４）　事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社の株式会社の支配に関する基本方針は以下の通りであります。

１) 株式会社の支配に関する基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者については、その者が当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を確保し、向上させるか否かという観点から、検討されるべきであると考えております。

当社が企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくためには、

①中長期的視点に立った経営戦略を基に、社会的責任を全うしていくこと

②中長期的な事業成長のため、財務体質の健全化を背景とした機動的・積極的な設備投資および研究開発投資

を行っていくこと

③生産現場や工事現場においては、行政機関・周辺住民等の関係当事者との信頼関係を維持していくこと

④当社グループのコア事業間の有機的なシナジーによる総合力を最大限発揮していくこと

等に重点を置いた経営の遂行が必要不可欠であり、これらが当社の株式の買付を行う者により中長期的に確保さ

れ、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。ま

た、内部統制体制の強化、具体的には、グローバルに事業を展開するためのリスク管理、財務諸表の信頼性確保

に対する組織的かつ継続的な取り組みが、企業存続のためにますます重要視されるようになりました。

こうした事情を鑑み、買付者が当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策、以下「本プラン」)に定

める手続を遵守しなかった場合、または当該買付が企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすお

それのある買付である場合等所定の要件に該当する場合、当社は、このような買付行為を行う者は、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として不適切と判断すべきであると考えます。

 

２) 基本方針の実現のための取組みの具体的な内容の概要

①基本方針の実現に資する特別な取組みの具体的な内容の概要

当社は、平成11年３月期から始まる中期経営計画「21世紀初頭のダイフク」を策定以来、中期経営計画を

ベースとした持続的成長路線を歩むことで、世界一、二を争うマテリアルハンドリングメーカーに成長いた

しました。

平成26年３月期を初年度とする中期経営計画「Value Innovation 2017」においては、平成29年３月期に連

結売上高2,800億円、営業利益率７％を達成することを経営目標とし、全社一丸となって本目標の達成に取り

組み、企業価値・株主共同の利益の一層の向上に努めます。

当社は、「最適・最良のソリューションを提供し、世界に広がるお客さまと社会の発展に貢献する」「自

由闊達な明るい企業風土のもと、健全で成長性豊かなグローバル経営に徹する」を経営理念としておりま

す。国内外の多様な経営資源をベストミックスさせ、シナジー効果を追及することを重要な経営戦略とし

て、あらゆる業種・業界、国・地域のお客さまに、最適・最良のソリューションを提供し、社会の発展を支

える役割を担ってまいります。

また、当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要課題と位置づけており、剰余金の配当について、株

主の皆様への更なる利益還元を視野に入れ、平成17年３月期から連結当期純利益をベースとする業績連動に

よる配当政策を取り入れております。

 

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組みの具体的な内容の概要

当社は、平成24年６月28日開催の第96回定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を確保・向上させることを目的として、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を一部

改定の上、更新することについて、株主の皆様のご承認をいただきました。

EDINET提出書類

株式会社ダイフク(E01551)

四半期報告書

 6/25



 

本プランは、

ａ．当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付けその他の取得

ｂ．当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合およびその特別関係者の

株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

に該当する当社株券等の買付けその他の取得もしくはこれに類似する行為またはその提案（以下「買

付」）がなされる場合を適用対象とします。そして、ａ．またはｂ．に該当する買付がなされたときに、本

プランに定められる手続に従い、原則として買付者等による権利行使は認められないとの行使条件および当

社が当該買付者等以外の者から当社株券等と引き換えに新株予約権を取得する旨の取得条項等が付された新

株予約権（以下「本新株予約権」）の無償割当てをすることが検討されることとなります。

ａ．またはｂ．に該当する買付を行う買付者は、買付の実行に先立ち、当社に対して、買付内容の検討に

必要な情報および本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を、当社取締役会に対し

て、当社の定める書式により提出していただきます。その後、買付者や当社取締役会から提出された情報・

資料等が、当社経営陣から独立した者のみから構成される特別委員会に提供され、特別委員会はこれらの評

価、検討を行います。

特別委員会は、買付者が本プランに定める手続を遵守しなかった場合、または当該買付が企業価値・株主

共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付である場合等所定の要件に該当し、本新株予約

権の無償割当てをすることが相当と認めた場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを

実施すべき旨を勧告します。なお、特別委員会は、買付内容について実質的判断が必要な場合、本新株予約

権の無償割当ての実施に関して株主総会の承認を予め得るべき旨の留保を付することができるものとしま

す。当社取締役会は、特別委員会の勧告に従い、本新株予約権の無償割当ての実施または不実施等に関する

会社法上の機関としての決議を行うものとします。但し、特別委員会が勧告に株主総会の承認を予め得るべ

き旨の留保を付した場合、または、当社取締役会が善管注意義務に照らし適切と判断する場合、当社取締役

会は、株主総会の開催が実務上著しく困難な場合を除き、株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての

実施に関する議案を付議し、当該株主総会の決議に従うものとします。

本プランの有効期間は、原則として、第96回定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終

の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとします。

 

３) 基本方針の実現のための取組みに関する当社取締役会の判断及びその理由

上記２)①に記載の平成26年３月期を初年度とする中期経営計画等の各施策は、当社の企業価値・株主共同の

利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針

に沿うものです。

また、本プランは、上記２)②に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって

更新されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、下記項目のとおり、株主共同の利益に

合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

・株主総会において株主の皆様のご承認を得た上で更新されたものであること。

・本プランの有効期間が３年間と定められた上、取締役会によりいつでも廃止できるとされていること、当

社取締役の任期は１年とされていること。

・経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値ひいては株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則をすべて充足していること。

・経営陣からの独立性の高い特別委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず特別委員会の判

断を経ることが必要とされていること。

・特別委員会は当社の費用で第三者専門家を利用することができるとされていること。

・その内容として本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること。

・デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防

衛策）やスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発

動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）ではないこと。
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（５）　研究開発活動

当社グループは「搬送」「保管」「仕分け」をコンセプトに、最適・最良のマテリアルハンドリングシステムお

よび電子機器を幅広く国内外の産業界へ提供するため、新システム・新製品の開発に取り組んでおります。昨今

は、企業に求められる社会的責任が経済的側面から環境・社会活動まで含む概念へと広がっており、当社としても

品質・環境・安全等にも配慮した製品やシステムの開発に務めています。

当第２四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は36億42百万円であります。

報告セグメント別の研究開発活動を示すと次のとおりであります。

 

①株式会社ダイフク

a． 一般製造業及び流通業向け製品

流通市場向けに高能力ケース系自動倉庫「SMART STOCKER QUATTRO」を開発し、国際物流総合展2014（９月９

日～12日）に出展しました。従来のスタッカークレーンは１台の昇降機を搭載していましたが、２台の昇降機を

搭載することで効率のよい入出庫を行い、高い処理能力を実現しました。

b． 半導体および液晶パネル生産ライン向け製品

半導体生産ライン向けでは微細化対応製品、液晶パネル生産ライン向けではタブレット端末市場向けシステム

の開発を進めました。ソフトウェア面では、ともに生産効率の大幅向上を目指し、柔軟なレイアウト変更、保守

性向上、製造装置とのスケジューリング機能強化を図っています。

c． 自動車生産ライン向け製品

ハイブリッドやダウンサイジングなどのエコカーに見られるように、自動車ユーザーはエネルギー・環境問題

に対する関心が高く、生産設備に対しても同様に、環境に優しく、エネルギー消費量を抑えた設備の要求が高

まっています。建屋を含め投資額の高い塗装工場における省エネルギーの要求に対応するため、塗装ブース全長

を短くするための搬送システムを開発しています。また、コンベヤによるボディの移動精度を上げ、ロボットに

よる塗料の噴付けがより正確になることで塗料の無駄を抑えるとともに、塗装品質も向上させる取り組みをして

います。

ｄ． 洗車機

フルサービスガソリンスタンド向けに、平成26年９月より新門型洗車機「フレア」、「グロッサ」を発売しま

した。上位機種「フレア」には業界初の新機構“ダブルアクションI.B.S.”を搭載しており、サイドブラシの傾

斜と分割機構により、従来ブラシが届かなかったリヤスポイラーの下部を確実に洗浄できるようになりました。

センシング性能向上による装備品周辺の洗浄性ならびに処理能力も向上もさせており、フルサービス市場へ拡販

していきます。

当第２四半期連結累計期間における当社が支出した研究開発費の総額は29億74百万円であります。

 

②コンテックグループ

高性能CPU（Core iシリーズ）を搭載した、ファンレス産業用コンピュータ「BX961シリーズ」を開発し７月か

ら販売を開始いたしました。また、教育現場向けに最適な機能を搭載した無線LAN製品「FLEXLAN ZCシリーズ」を

開発し、10月から販売を開始いたしました。

当第２四半期連結累計期間における当グループが支出した研究開発費の総額は３億83百万円であります。

 

③DAIFUKU WEBB HOLDING COMPANYグループ

エアポート向け手荷物搬送システムでは引き続き、お客さまニーズ、競争力アップに即した改良を進めるとと

もに、生産・工事の両面からコストダウンに取り組んでいます。

一般製造業・流通業向けシステムでは、ピッキングや倉庫管理ソフトの開発に力を入れています。

当第２四半期連結累計期間における当グループが支出した研究開発費の総額は２億８百万円であります。

 

（６）　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当四半期連結累計期間において、「当社グループ経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通

し」に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

計 250,000,000
 

 

②　【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 113,671,494 113,671,494
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株
であります。（注）

計 113,671,494 113,671,494 － －
 

（注）平成26年１月22日の取締役会決議により、会社法第195条第１項の規定に基づき定款を変更し、平成26年４月１

日をもって、単元株式数を500株から100株に変更しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

　平成26年９月30日 ― 113,671,494 ― 8,024 ― 2,006
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(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２丁目11番３号 7,001 6.16

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 6,238 5.49

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,704 5.02

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE

15PCT TREATY ACCOUNT

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

5,373 4.73

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 4,080 3.59

ダイフク取引先持株会 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号 4,003 3.52

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,833 3.37

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,745 2.42

株式会社ダイフク 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号 2,590 2.28

ダイフク従業員持株会 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号 1,900 1.67

計 ― 43,474 38.25
 

(注)１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）                          7,001千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）                      5,704千株

 
２　当社が平成25年12月12日開催の取締役会において決議し導入した「信託型従業員インセンティブ・プラン(E-

Ship)」により、当第２四半期会計期間末において、野村信託銀行株式会社(ダイフク従業員持株会専用信託口)

が当社株式を340千株保有しておりますが、当該株式340千株は自己株式に含まれておりません。

 
３　株式会社みずほ銀行ほか５社が平成26年５月14日付けで大量保有報告書の変更報告書(No.20)を提出しておりま

すが、当社としては当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状

況には含めておりません。なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社みずほ銀行ほか５社 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 12,841 11.09
 

 
４　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループほか２社が平成26年９月１日付けで大量保有報告書の変更報告

書(No.７)を提出しておりますが、当社としては当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができ

ないため、上記大株主の状況には含めておりません。なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・クループほか２社

東京都千代田丸の内２丁目７番１号 8,813 7.75
 

 

EDINET提出書類

株式会社ダイフク(E01551)

四半期報告書

10/25



 

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
　普通株式 2,590,800

完全議決権株式（その他） 　普通株式 110,938,300 1,109,383 －

単元未満株式 　普通株式 142,394 －
一単元(100株)
未満の株式

発行済株式総数  113,671,494 － －

総株主の議決権  － 1,109,383 －
 

(注)１　単元未満株式数には、当社所有の自己株式22株を含んでおります。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship)」に

より、野村信託銀行株式会社(ダイフク従業員持株会専用信託口)が当第２四半期会計期間末において保有す

る当社株式340,200株が含まれております。

３　平成26年１月22日の取締役会決議により、会社法第195条第１項の規定に基づき定款を変更し、平成26年４月

１日をもって、単元株式数を500株から100株に変更しております。

　

②　【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 大阪市西淀川区御幣島
2,590,800 － 2,590,800 2.28

株式会社ダイフク ３丁目２番11号

計 － 2,590,800 － 2,590,800 2.28
 

（注）上記のほか、四半期連結財務諸表において自己株式として認識している当社株式が340,200株あります。これ

は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship)」により、野村信託銀行株式会社(ダイフク従業員持

株会専用信託口、以下「信託口」という)に譲渡した自己株式について、会計処理上、当社と信託口が一体のも

のであるとの認識から、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上していることによるものです。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 52,132 46,829

  受取手形・完成工事未収入金等 74,217 65,572

  商品及び製品 3,307 3,699

  未成工事支出金等 6,599 11,542

  原材料及び貯蔵品 10,475 10,851

  その他 24,186 24,535

  貸倒引当金 △137 △130

  流動資産合計 170,781 162,900

 固定資産   

  有形固定資産 34,075 33,463

  無形固定資産   

   のれん 10,139 9,439

   その他 4,716 4,259

   無形固定資産合計 14,856 13,698

  投資その他の資産   

   その他 29,949 29,327

   貸倒引当金 △131 △131

   投資その他の資産合計 29,817 29,196

  固定資産合計 78,749 76,358

 資産合計 249,531 239,259

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 36,818 29,780

  電子記録債務 10,061 10,849

  短期借入金 7,014 7,562

  未払法人税等 3,991 1,599

  工事損失引当金 275 162

  その他 25,548 24,690

  流動負債合計 83,711 74,645

 固定負債   

  社債 2,700 2,700

  新株予約権付社債 15,131 15,112

  長期借入金 33,298 32,418

  退職給付に係る負債 8,681 7,529

  その他 6,318 5,197

  固定負債合計 66,129 62,959

 負債合計 149,840 137,604
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,024 8,024

  資本剰余金 9,239 9,239

  利益剰余金 76,009 78,805

  自己株式 △2,620 △2,517

  株主資本合計 90,652 93,551

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,102 3,526

  繰延ヘッジ損益 △29 △43

  為替換算調整勘定 5,310 3,689

  退職給付に係る調整累計額 △2,194 △2,017

  その他の包括利益累計額合計 6,189 5,155

 少数株主持分 2,848 2,948

 純資産合計 99,690 101,655

負債純資産合計 249,531 239,259
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 111,853 123,925

売上原価 91,312 100,650

売上総利益 20,541 23,274

販売費及び一般管理費   

 販売費 ※１  7,724 ※１  8,542

 一般管理費 ※１  8,224 ※１  9,091

 販売費及び一般管理費合計 15,949 17,633

営業利益 4,591 5,640

営業外収益   

 受取利息 138 78

 受取配当金 144 169

 為替差益 273 －

 受取賃貸料 115 90

 外国諸税金還付金 － 168

 その他 240 280

 営業外収益合計 912 787

営業外費用   

 支払利息 433 221

 その他 20 58

 営業外費用合計 453 279

経常利益 5,050 6,148

特別利益   

 固定資産売却益 2 153

 投資有価証券売却益 － 300

 その他 － 9

 特別利益合計 2 463

特別損失   

 関係会社整理損 － ※２  94

 固定資産除売却損 21 38

 会員権評価損 24 －

 その他 3 3

 特別損失合計 49 135

税金等調整前四半期純利益 5,004 6,476

法人税、住民税及び事業税 2,417 1,655

法人税等調整額 △713 379

法人税等合計 1,703 2,034

少数株主損益調整前四半期純利益 3,300 4,441

少数株主利益 48 228

四半期純利益 3,251 4,212
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主利益 48 228

少数株主損益調整前四半期純利益 3,300 4,441

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,000 374

 繰延ヘッジ損益 △23 7

 為替換算調整勘定 3,934 △1,520

 退職給付に係る調整額 － 188

 持分法適用会社に対する持分相当額 618 △179

 その他の包括利益合計 5,530 △1,129

四半期包括利益 8,830 3,311

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 8,613 3,177

 少数株主に係る四半期包括利益 216 133
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 5,004 6,476

 減価償却費 1,731 2,008

 受取利息及び受取配当金 △282 △247

 支払利息 433 221

 売上債権の増減額（△は増加） 8,490 7,493

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,696 △6,121

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,108 △5,158

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,593 1,547

 その他 △4,348 △5,136

 小計 5,629 1,081

 利息及び配当金の受取額 281 248

 利息の支払額 △506 △248

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,514 △3,967

 その他の収入 197 423

 営業活動によるキャッシュ・フロー 4,087 △2,462

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △231 －

 定期預金の払戻による収入 205 146

 固定資産の取得による支出 △1,656 △1,387

 固定資産の売却による収入 67 180

 投資有価証券の取得による支出 △10 △10

 関係会社株式の取得による支出 △33 △15

 その他 84 679

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,573 △407

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 4,896 197

 長期借入れによる収入 9 7

 長期借入金の返済による支出 △158 △315

 自己株式の取得による支出 △4 △1

 配当金の支払額 △1,102 △1,443

 その他 △96 △18

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,544 △1,574

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,769 △827

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,828 △5,272

現金及び現金同等物の期首残高 33,722 51,852

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

808 119

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  42,359 ※１  46,699
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【注記事項】

 

(会計方針の変更)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更いたしました。また、割引率の決定方法を割引

率決定の基礎となる債券の期間について、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法か

ら、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変

更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この変更による影響は軽微であります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

経営指導念書

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、経営指導念書を差入れております。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

株式会社アイ・ケイ・エスの銀行借
入金に対する経営指導念書差入れ

55百万円
株式会社アイ・ケイ・エスの銀行借
入金に対する経営指導念書差入れ

45百万円
 

 

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

販売費の主なもの

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

給与及び賞与 3,445百万円 4,447百万円

退職給付費用 230百万円 105百万円
 

 

一般管理費の主なもの

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

給与及び賞与 3,109百万円 3,712百万円

退職給付費用 560百万円 310百万円

研究開発費 1,089百万円 953百万円
 

 

※２ 関係会社整理損

　北京康泰克電子技術有限公司の解散決議に伴い、清算結了までの事業整理に伴う特別退職金等の額を計上しておりま

す。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

現金及び預金勘定 42,609百万円 46,829百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △249百万円 △130百万円

現金及び現金同等物 42,359百万円 46,699百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

 

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月14日
取締役会

普通株式 1,106 10 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月12日
取締役会

普通株式 553 5 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金
 

 

３  株主資本の金額の著しい変動

　　株主資本の金額は前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

 

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月14日
取締役会

普通株式 1,444 13 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship)」の導入において設定した野村信託銀

行株式会社(ダイフク従業員持株会専用信託口)が保有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれておりま

す。

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月11日
取締役会

普通株式 777 7 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship)」の導入において設定した野村信託銀

行株式会社(ダイフク従業員持株会専用信託口)が保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれておりま

す。

 

３  株主資本の金額の著しい変動

　　株主資本の金額は前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
ダイフク コンテック DWHC 計

売上高       

  外部顧客への売上高 53,170 6,114 22,286 81,571 29,135 110,707

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

11,507 3,737 1,088 16,333 6,381 22,714

計 64,677 9,852 23,375 97,905 35,517 133,422

セグメント利益 2,373 56 519 2,949 1,571 4,521
 

(注)   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は国内外の子会社でありま

す。

 

２  報告セグメントの売上高及び利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

 （単位：百万円）

売　上　高 金額

報告セグメント計 97,905

「その他」の区分の売上高 35,517

セグメント間取引消去 △22,714

工事進行基準売上高の連結上の調整額 1,360

その他の連結上の調整額 △214

四半期連結財務諸表の売上高 111,853

 （単位：百万円）

利　益 金額

報告セグメント計 2,949

「その他」の区分の利益 1,571

関係会社からの配当金の消去 △451

工事進行基準売上高の連結上の調整額 △191

その他の連結上の調整額 △626

四半期連結財務諸表の四半期純利益 3,251
 

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
ダイフク コンテック DWHC 計

売上高       

  外部顧客への売上高 52,217 7,138 38,812 98,168 27,157 125,326

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

10,275 3,852 177 14,304 6,731 21,035

計 62,493 10,991 38,989 112,473 33,888 146,362

セグメント利益 2,403 555 647 3,605 1,579 5,185
 

(注)   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は国内外の子会社でありま

す。

 

２  報告セグメントの売上高及び利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

 （単位：百万円）

売　上　高 金額

報告セグメント計 112,473

「その他」の区分の売上高 33,888

セグメント間取引消去 △21,035

工事進行基準売上高の連結上の調整額 △1,421

その他の連結上の調整額 20

四半期連結財務諸表の売上高 123,925

 （単位：百万円）

利　益 金額

報告セグメント計 3,605

「その他」の区分の利益 1,579

関係会社からの配当金の消去 △137

工事進行基準売上高の連結上の調整額 △79

その他の連結上の調整額 △756

四半期連結財務諸表の四半期純利益 4,212
 

 
３　報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したこ

とに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

この変更による影響は軽微であります。

 
４ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

 (1)１株当たり四半期純利益金額 29円39銭 38円05銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 3,251 4,212

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 3,251 4,212

普通株式の期中平均株式数(千株) 110,645 110,703

(2)潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額　(注)１　

－円－銭 34円60銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(百万円) － △12

(うち社債発行差金の償却額
 (税額相当額控除後) (百万円))　(注)２

(－) (△12)

普通株式増加数(千株) － 10,680

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

－ －

 

  
 

(注)１ 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　　２ 社債額面金額よりも高い価額で発行したことによる当該差額に係る償却額（税額相当額控除後）です。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第99期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当については、平成26年11月11日開催の取締役会に

おいて、平成26年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議いたしました。

①　配当金の総額                                           777百万円

②　１株当たりの金額                                        ７円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日            平成26年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書
 

平成26年11月13日

 
株 式 会 社 ダ イ フ ク

取　締　役　会　御　中
 

あ ら た 監 査 法 人
 

 

指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　大野　功

 

 

 

指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　加藤　正英

 

 

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイフ

クの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイフク及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

 

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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